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Ⅰ．八ヶ岳南麓の生活が一変 －太陽光発電設備の
乱立始まる－ 
 
私たち家族は休日には山登り、川釣り、山スキ
ーと自然を愛し、毎年八ヶ岳登山を楽しみ、いず
れはこの八ヶ岳南麓に家を建てようと話し合って
いました。会社人間として全国を転々としてきま
したが、その夢が叶い 10 数年前に家を建て、娘は
地元北杜市の高校、私は単身赴任を続け、7 年前
に定年退職し山麓の生活に入りました。鳥の声と
共に起き慣れない畑作業に体を動かし、満天の空
の下に身を横たえる至福の生活を送っていました。
ところがこの 2 年程前からチェーンソーの音が至
る所で聴こえ始め、あっという間に森林は伐採さ
れ、数週間後には黒い無機質なパネルに覆われる
という事態が目につくようになりました。工事現
場には施主名、施行者名の案内は無く、又完成し
た発電所には事業所名、発電量、連絡先等何ら表
示も無く、不安が一層つのります。 
私たちは再生エネルギーを否定しているのでは
なく、市役所に住民の合意を得て建設するよう法
的整備を訴えてきましたが、適用する法律が無い
と相手にされません。その言い訳を紹介しますと： 
・「国が推奨している、県も推奨している」 
・「市の基本政策で日照時間日本一として推奨し 
ている」 
・「規制緩和の中で規制は難しい」 
・「適用する法的根拠が無い」 
・「条例化は上位法が無いので、できない」 
・「個人の財産権を侵害できない」 
特集記事 | Feature Article 
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・「投機が目的としても事業主に対しても営業権 
を侵害することはできない」 
・「ビニールハウスとどう違うのか」 
・「今迄苦労して来たのだから」 
・「太陽光で漸く日の目をみたのだから」 
･･･等々と住民の目線に立ってはもらえません
でした。 
 
Ⅱ．住民からの声と行政の反応 
 
事業者は「遊んでいる土地はありませんか」,「決
まった額が保障され年金の上乗せになります」、
「国が進めており安心です」等の甘い言葉で絨毯
爆撃のように地主を勧誘、都市に出ている子供た
ちに「遊ばせているくらいなら」と設置を勧める
ケースも多く、財産分与で名義変更した市外の子
供たちが推進役となる例もあります。FIT 開始時
には北杜市で 4,000 件弱が認定されていたのです。 
 多くの住民は不安や、何らかの規制を求める声
を市役所のホームページや手紙を通じて直接市長
宛に訴えて来ました。私たちも勉強会や住民集会
を開いたり、国会議員、県会議員、市会議員に相
談したり、マスコミに「何とか法的規制を」と訴
えるなか、市は 2014 年 9 月 1 日に法的強制力の無
い「北杜市太陽光発電設備設置に関する要綱」を
施行し、指導を行うと発表しました。しかし、私
たちは要綱の目的が「事業の円滑な推進」にあり、
住民に目が向いていない事及び、その拘束力の弱
さを指摘し、条例化するよう強く訴えました。問
題のある工事を指摘し、より規制を強めるよう訴
えても、当局は「要綱」を天下の宝刀のように我々
に説明を繰り返すばかりで、太陽光発電設備の乱
立を抑止する事はできませんでした。 
 
Ⅲ．広く市民に訴える －現状と条例化に向けての
署名活動の開始－ 
 
どうしても、私たちの主張は移住して来た者た 
 
 
ちのエゴとしか受け止められません。太陽光発電
施設の立地が市内北部（所謂、八ヶ岳南麓）に偏
っているためです。市民全体の意見として集約出
来ない状況を克服する事が必須となりました。そ
こで、広く北杜市民に太陽光発電施設と景観につ
いて考えてもらおうと、講演会の開催を企画しま
した。2014 年 11 月 29 日に講演会とパネルデイス
カッションを開き、300 名を超える聴衆に、「この
地の自然と景観の素晴らしさ、そして後世に遺し
て行く事の重要さ」を呼び掛けました（図１）。残
念ながら参加者の多くは、太陽光設備の立地を問
題視されている方々に偏り、地主を含めた広く地
元の方と共に考えるまでには至りませんでした。  
こうしている間にも乱開発は止まる事無く、住
民からの不安の声は留まりません。やはり、法的
規制が必要と、2015 年 1 月 17 日にそれぞれ離れ
た地域で声を上げていた市民が集まり、条例化を
目指し署名活動の推進を目的に「太陽光発電を考 
図 1. 講演会のポスター 
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図２. 北杜市の地上設置型太陽光発電施設マップ 
（制作：CGNFS） 
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える市民ネットワーク」を立ち上げました。共同
代表はパン屋、工務店、ホテル、大学名誉教授、
画家、退職者、別荘所有者と経歴や歳はさまざま
ですが、此処八ヶ岳南麓を始め北杜市の将来に危
機感を持つ、ごく普通の住民です。 
市内での発電所マップ作りと「要綱」での指導
の限界を証明するために市内約 130 箇所の「発電
所」を廻り調査したところ、要綱に記載されてい
る緊急連絡先の表示はほぼ掲げられておらず、フ
ェンスの設置も徹底されておらず、植栽の有無も
事業者任せ等と、ほぼ全施設において要綱が遵守
されていない事が分かり、それを写真に収めまし
た（図２）。 
要綱では指導の効果は期待出来ない。そこで 3
月上旬より、チラシを配布し主に市内の署名を集
め、その後ホームページを開設、県内外に署名を
呼び掛け、市役所に条例化を求める活動を開始し
ました（図３）。 
 
 
 
署名用紙の骨子は以下の通りです。 
我々の要請は北杜市の「景観計画」「北杜市景観
条例」「北杜市景観施行規則」を改正し： 
・地上設置型太陽光発電設備を景観条例に「工作
物」として組み入れること。 
・現行の要項に準じて、10kW 以上の地上設置型
太陽光発電設備を届け出対象とすること。 
・環境との共生を図るために事業者は設備着工以
前に合意形成に必要な期間を設けて周辺の住民
及び土地の所有者への説明会を開催する義務を
負い、設置届け提出時にその実施結果報告書の
提出を義務付けること。 
・地上設置型太陽光発電設置に際しては、北杜市
の景観形成地区区分などの地域の特性に配慮し
て景観形成基準を次の項目について定める。 
1 . 景観を損なわないように。敷地境界から十分
な後退距離を設けること。 
2. 超望遠に配慮した高さ制限を設けること。 
3. 近隣居住者および通行人から設備を見通す
ことが出来ないように、事業敷地周囲を植栽
で囲むこと。 
署名活動を始めて 1 ヶ月が経過する頃には、署
名総数 5,109 筆が寄せられました。この問題の関
心度の高さを表しており、４月 22 日に署名を持参
して第一回目の市役所幹部と意見交換会を行いま
した。市長の参加は得られませんでしたが、市役
所の関係部門の幹部が一同に会しました。我々は
現地約 130 箇所の調査に基づき： 
・事前に周辺住民に十分な説明がなされたとは思
えない 
・建築工法が稚拙な設備が散見される 
・事業者名や連絡先を記した表示は殆ど見受けら
れない 
・道路や隣接地からの十分なセットバックがなさ
れていない 
・隣接地や道路との境界地に植栽されているのは
稀 
･･･などを指摘し、速やかに法的規制を強めるべ
く、署名を以って市長宛に要請しました。しかし
残念ながら、市側は依然「要綱で指導する」、「要
綱で充分」を繰り返すばかりで論点が噛み合う事
はありませんでした。 
勿論、この間も市議との連携も密に行い市議会
でも防災上の観点や要綱での実効性や条例化に向
けての質疑が行われてきました。限られた時間や
理解不足、会派間の温度差や議員間の連携の欠如
と与党議員数の絶対多数により、あくまで「要綱
で充分」の壁を越える事はできませんでした。 
図３. ウェブサイト内の電子署名案内 
（制作：CGNFS） 
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私たち市民ネットワークは引き続き署名活動を
行い、約 9,600 筆（ 北杜市内 4,000 筆）が寄せら
れ、且つ地元に強い影響力を有する有力者の意見
書も得られ、6 月 11 日に 2 回目の市役所幹部と意
見交換会の場が設定されました。この時も市長の
参加はありませんでした。市当局から要綱の見直
しの話があり、その理由を問い正しましたが、は
っきりとした回答は無く、要綱での指導の限界を
指摘すると感情的になり実質的な議論、いや会話
すら成り立ちません。そしてこの二回目の意見交
換会に於いて市長との面談を要求しましたが、回
答はありませんでした。 
 
Ⅳ．住民の不安に更なる拍車を掛けるずさんな工
事 
 
 ご存知の通り、此処北杜市は八ヶ岳南麓のその
自然と景観に恵まれ、移住希望日本一の処です。
県も市も移住促進による人口増を大きな柱に据え
ており、定期的に希望者を募り大都市圏でセミナ
ーを開催しています。実際に移住されたり、別荘
生活に踏み切られた方も自然な環境が森林伐採さ
れ、黒いパネルに覆われるといった目に遭われる
方が後を断ちません。地価も下がり、ローンを抱
えて引っ越すのもままなりません。市は常々「景
観との共生」と言って来ましたが、何ら調整機能
を果たしているとは思えません。 
 ペンションやレストランの近くにパネルが敷き
詰められ、観光客にどのような影響を与えるか心
配な方々。 
食の将来を担うべく農業を志し移住したが回り
が全て太陽光発電設備となった方々（写真１）。 
これから 20 年毎日無機質なパネルを見ながら
暮らさざる得なくなった方々（写真２）。 
季節によればパネルやフレームの反射に侵され
る方々。 
清里に通じる観光・通勤道路にも拘わらず、道
路の両側に高さ 3m で数百メートルに亘り毎日通 
 
 
 
 
 
 
 
っていたパネルが並び、景観は台無し、体調の異
変から通勤路を変えた方々（写真３）。 
雨水路や調整池も無く大雨毎に水の流れを心配
される方々。 
写真１. 農業希望で移住してきたが、周りが 
      メガソーラーとなる（撮影：CGNFS） 
 
写真２. 20年間パネルを見て暮らさなければならない 
          （撮影：CGNFS）  
 
写真３. 観光道路沿いを数百メートルに亘り、３ｍの 
    高さで乱立       （撮影：CGNFS） 
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防草シートが敷かれ、大雨の時の水の勢いが増
していると心配される方々。 
除草剤等の農薬が使われ田畑が汚染されないか
心配な方々。 
設備設置に森林伐採され、高速道路の騒音が酷
く感じられる方々。 
地価が下がり引っ越そうにも売れない方々。 
土地の魅力が激減し、顧客が見つからない不動
産業の方々。 
電磁波と振動による健康被害の不安を抱える
方々。パネル破損により土壌は大丈夫か、終了時
のパネル廃棄は大丈夫かと心配されている方々。 
零細企業が事業主となっているが、倒産時の後
処理は大丈夫かと心配されている方々･･･。 
 伐採や建設前に説明があればまだ良い方で、別
荘の方の中には春になって出掛けたら周りの森林
が無くなり、地肌がむき出しにされ、太陽光パネ
ルに変わり果てた事例が数多くあります（写真４）。
気温の上昇、生態系が変わり、畑の獣害、居住地
に蜂の巣が増えた、等、今後どのような変化に見
舞われるか分かりません。 
50kW 以下の低電圧発電設備は電気事業法によ
る規制や制約も殆ど無く容易に設置できることか 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
ら大半の設備は、50kW 以下の小規模な施設ごと
に電柱と発電メーターをつけ、それを幾つも連ね
る工法をとります（写真５）。このため、その合計
発電量が増えれば、電柱も林立することになり、
景観を著しく損なうことになるのです。建て方も
単管パイプを突き刺しただけのものやドラム缶に
砂を入れコンクリートで塞いだものと千差万別
（写真６）、八ヶ岳南麓の厳しい寒さに耐えられる
のかと行政に問い合わせても、建築工作物でない
ため工法として決められたものは無いとの返事。
基礎部分が弱くパネルの損傷を引き起こさないか
心配になります。 
傾斜地や沢筋を埋めたて平地にして太陽光発電
設備を設置し、大雨や大風に大丈夫かと怯える
方々も居られます。 
一枚でも多くパネルを敷き詰めたいのか、法面
のりめん
にパイプを突き刺しあたかも楼閣のように敷き詰
められるパイプの群（写真７）、突風に耐えられる
のか心配だが、法的に規制はできないとの返事。
伊勢崎や九州、東北で実際に発生した大風による
パネルと支柱の破壊による散乱を行政はどのよう
に見ているのでしょうか。 
 また、投機型発電設備と小規模発電所は金融商
品として売買されています。最近ではパネル単位
で売買されているケースも出現し始めました（写
真８）。一般の方を現地に案内し、投資意欲を刺激 
写真４. 太陽光発電施設開発に伴う森林伐採の事例
（撮影：CGNFS） 
 
 
写真５. 分譲型太陽光発電施設の電柱が 
       建ち並ぶ      （撮影：CGNFS） 
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するツアーまで出現しています。そして、常に転
売先を探して、良い買い手があれば直ぐに転売し、
利ザヤを稼ぐ事業者が増えています。土地に愛着
が無く転売を重ねて行くなかで、荒れて行くこと
は目に見えています。行政に相談しても、「民間の
営業権を侵害することはできない」との回答です。 
道路際ぎりぎりまでパネルを設置し、落雪など
で、通学や交通の妨げにならないのでしょうか。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
また、反射によって通過車両の運転を誤らせ、事
故に繋がらないのでしょうか（写真９）。これまで
に約 70 ヘクタール 1) もの森林が伐採され、温暖 
写真７. 法面での設置事例（撮影：CGNFS） 
 
 
写真８. 投資型案件 
（撮影：CGNFS） 
写真６.ドラム缶を基礎にした太陽光パネルの事例 
（撮影：CGNFS） 
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化や土砂災害、現状復帰への時間とコスト、生態
系への影響等多くの問題を後世に残します（写真
10）。 
大規模発電所は草刈り等の少額のメンテナンス
以外に地元へお金を落とす事は無く、売電収益の
殆どは首都圏を始めとした市外・県外の事業者に
流れて行きます。 
そして何よりも大事なのが、設置により影響を
蒙る方々に十分な説明がなされ、同意を得る事だ
と思います（写真 11）。 
 
Ⅴ．行政の姿勢と地域 
 
要綱による市の指導の実態はどのようなものか
を知るべく、指導記録の開示請求を行ないました。 
市からの回答は「記録は存在しない」でしたが、
その前提の上で市側は、この 9 月にかけて見直し
を行い「指導要綱」として改定する事を明らかに
しました。指導記録も無いなか、どのように総括
し、「指導要綱」として改定できるのか驚きます。
私達が従事して来た一般企業では考えられず、市
当局とのやり取りは戸惑いの連続でした。我々と
の意見交換は無視し、市の諮問機関である新エネ
ルギー推進機構と環境審議会によって「指導要綱」
の内容が審議され 9 月改定を行ないました。環境
審議会においても要綱では拘束力が無い事と既存
写真 11. 近隣住民との軋轢 
（撮影：CGNFS） 
 
写真９. 道路際まで迫り出したパネルと、その反射が 
もたらす運転への影響   （撮影：CGNFS）  
写真 10. 大雨での土砂災害  （撮影：CGNFS）  
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の設備への指導効力についても疑問の意見が出さ
れました。環境審議会の委員に市役所の主幹部門
の責任者がなっている事に驚きます。こうした組
織で市民の代表者としての審議が可能なのでしょ
うか。この疑問は審議会において、委員から疑問
の声が上がり「市当局による暗黙のコントロール
では無いか」との質問に、「慣例」と言う回答です。
持ち回り委員も多いからでしょうか、審議会の役
割が如何に重要性かの認識も低く、会議運営も未
熟で折角の良い意見も取り上げられず、散漫とな
り、所謂市当局の「アリバイ作り」の場となって
いる可能性もと疑いたくなります。 
古くから行政区が実質の住民窓口となり、農村
共同体の長の役目を負っており行政と深い結び付
きで町・村の行政機能が維持されて来た歴史があ
ります。8 市町村が合併して 10 年が経過しました
が、この末端行政区単位の考えは依然として強い
影響力を持っているように見受けられます。市会
議員も旧町村の代表という思考風土が残っている
ようです。但し、八ヶ岳南麓を中心とした地域は
少し様相が異なります。戦後開拓地として開かれ、
経済成長と共に都会からの移住者や別荘、ペンシ
ョン等のリゾート、観光地域として開発されて来
ました。代表例として清里が有名です。地域によ
っては地元と移住者の人口比が逆転する処も増え
て来ましたが、行政区に入らない、入れない等未
整備のまま行政システムは置かれています。都市
部の行政サービスに慣れた移住者は行政区に入っ
ていない方も多く、旧来の地縁に頼った問題解決
法に不満を抱いています。所謂、戦前からの末端
行政区長制と戦後の議員制の二重構造を移住者も
地元民も理解されずに来たのではないでしょうか。 
 実際に大規模の土地開発行為や林地開発に区長
印を必要とする場合が多いのですが、区への加入
率が半分の地域も多く、未加入の住民の意志や意
見を聞くこと無く開発が進む事例も散見されます。 
 市行政の不介入姿勢は地域では地元の方と移住
者との反目に繋がる事があり、反目を恐れ口を塞
いだり、声を出しにくい雰囲気を創り出している
と思われます。また、移住者間でも定住年数で同
様な問題を呈する事もあるようです。移住者は根
を下ろすことの無い仮の住まいであり、「いつ出て
行くか分からない」。そこが信頼構築の難しさに繋
がっているのでしょうか。実際、私達の最初の活
動は「声を出しても良い」の啓発に力を注ぎまし
た。でも地元の皆さんへの啓発や署名依頼は困難
を極め、地元選出の市議や県議の力が必要でした。 
 ・自分の土地で何をするのも勝手だろう 
・後から来て好きな事言うな 
・嫌だったら出て行けば良い 
・誰も使わない別荘とどう違う 
･･･等の言葉を浴びせられた事があります。 
 こうしたトラブルを避けるためにも、条例等の
法的整備が必要だと訴えてきました。 
私たちの経験では条例化が進んでいる市町村で
は、市民と行政の距離が近く感じられます。以前
から市民の行政に対する関心度が高く、チェック
機能も働き、行政も市民と共に成長しているので
しょうか。実際に条例化している市町村は県の強
い指導に加え、審議会や議会が先行し議論し条例
化を実現していると聞きます。市民と市議、審議
会委員、市議と首長との良好なコミュニケーショ
ンの存在無くして間接民主主義は上手く機能しな
いことを、身を以って経験しています。 
 一般社団法人太陽光発電協会（2015）によれば、
北杜市の今年 7 月の太陽光発電施設の導入件数は
966 件（10kW 以上事業用）で、認定件数は 4,634
件（同 10kW 以上）と、この 1 年間で毎月約 50 件
ずつ増加しており収まる様子はありません。また
この数字はまだ 3～4 倍の太陽光発電設備が此処
北杜市で増加する可能性があることを示唆してい
ます。 
 
Ⅵ．行政の変化とマスコミ 
 
9 月 18 日、三回目の署名 1,857 筆（累計で 11,395
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筆）と要望書、それにホームページに寄せられた
全国からの意見を添えて、市役所幹部との 45 分間
の意見交換に臨みました。議会前で何時もなら時
間を取らないなかですが、最近のマスコミや色ん
な方面からのアプローチが影響してか市側は時間
の都合を付け、面会に応じ、概ね好印象の意見交
換会となりました。 
 景観に及ぼす影響や住民への説明の不足など現
状認識については同様な認識を持ち、「将来の条例
化を視野に入れての今回の指導要綱がある」と初
めて方向性を表明、指導要綱の市民への周知につ
いても、ホームページでの露出優先順位の変更や
広報での取り上げ等前向きな姿勢を示されました。
また 2 回目の要請に市長との面会要請を行ってい
た点についても、議会終了調整する旨の回答があ
りました。何が影響したのでしょうか、確かに、
ここ数ヶ月の間に、太陽光設備工事に関して事業
者と住民とのトラブルが複数個所で表面化し、そ
れぞれの周辺住民が結束し、署名活動や要請書、
電話、面会を通して市行政に具体的なアプローチ
を行っています。また複数のマスコミの直接取材
や露出頻度も増えてきました。 
 9 月 24 日・25 日に開催された市議会では、7 会
派のうち 4 会派が当問題を取り上げ、その内 3 会
派が指導要綱での指導効果に疑問を投げかけ、よ
り拘束力を持たせるべきと条例化を求めました。 
はじめて市長が答弁に立ち、「パネルの色もそれほ
ど目立たず、高さも 3～4m と景観を損なうもので
は無い」を皮切りに、国策である事を訴え、従来
と同様、太陽光発電推進の立場を表明し落胆させ
られました。唯、注目すべき点は「市民からの声
がある」と認めたことと、市長自ら「条例も視野
に入れ」と条例化の可能性に触れたことです。何
がこの姿勢の変化をもたらしたかは不明ですが、
地元からも直接声が上がり始め、多くの市議も条
例化について言及し始めたのではないかと思われ
ます。但し、現時点での市の公の姿勢は「指導要
綱に基づき事業者指導を行うこと」に変わりはあ
りません。 
 
Ⅶ．他市町村の動き 
 
そうしたなか、9 月 30 日には隣接の韮崎市は太
陽光発電設備を景観条例に組み入れる事が議会に
て決定された事を発表しました。これにより、山
梨県内の市町村で条例の施行ないし条例化を表明
していない市は北杜市のみとなりました。山梨県
には「景観条例」を制定している市町村（景観行
政団体）が 24 あり、既に多くの市町村が景観条例
に太陽光発電施設の規制を加えているなか、今年
中に景観条例を制定する（11 市町村）を加え 20
市町村が景観条例に太陽光発電設備を組み入れる
ことになります。条例化の予定が無い残り 4 市町
村は、北杜市と、道志村、丹波山村、小菅村だけ
となっており、北杜市を除く 3 つの村にはそもそ
も太陽光発電施設がほとんど存在していません。 
こうして県内の市町村の大方が景観上問題ありと
して規制に向かうなか、未だ北杜市は「条例を視
野に入れながら」と言いながら頑なに指導要綱に
固執しています。 何故なのか、真の理由は分かり
ません。 
 隣接の長野県、富士見町、原村は北杜市の西側、
同じ八ヶ岳南麓に位置しており、北杜市の乱立状
態を近くに見ています。北杜市を含めた 3 市町村
は南麓観光圏としての活性化を目指しており、事
業者の進出は観光圏構想を阻害するものと住民や
議員から条例化の声が上がり始めています。 
 
Ⅷ．高校生の声と他県からの視察 
 
10 月 3 日に北杜市内の高校から、夏休みのフィ
ールドワーク研究発表会への招待状が届きました。
これは高校独自のプログラムで、フィールドワー
クを通して社会問題の見識を高めようするもので、
1 年生が北杜市の魅力を取り上げ、三つのチーム
が「景観と太陽光発電設備」をテーマに取り上げ
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ました。「太陽光パネルが自然と景観を大きく阻害
していないだろうか」 と語りかけます。 
我々もなし得ていない地元住民へのアンケート
や行政へのインタビューも含め切り込んでいるこ
とに感心しました。そして調査対象者の住民全員
が景観に悪影響を及ぼしていると答えています。 
また指導要綱に対しても、事業者の責務の遂行に
疑問があり、「市はより規制強化と住民の同意を義
務付けるべき」と提言、今後の活動として、自分
たちで「そのソーラーパネル本当に必要」のポス
ター作成し、啓発に広めたいと締め括りました（図
４）。ポスターセッションでは学友達から啓発用の
ポスターを求める姿が印象的であり、自分たちの
故郷の将来を彼等なりに考えています。この豊か
な自然と景観を引継ぐべき高校生からの声として
広く大人に届ける必要があると考え、この動きや
資料の活用について学校内で検討するよう教師に
依頼しました。是非、市長始め市の職員及び市議
会で高校生による発表の場が持てればと思います。 
10 月 7 日には環境意識の高い逗子市の市民グル
ープが北杜市を訪れ、我々と意見交換の場を持つ
事が出来ました。その意見交換の場で、逗子の方
から「環境保全には市民が勉強し、行政を指導す
る姿勢を持ち続ける事が大事」と諭された事が記
憶に残ります。確かに、対応を行政や関連団体任
せにし、市民自らが率先して声を上げる事を躊躇 
 
 
していたことが、こうした乱立を防げなかった一
因であろうと考えています。その後他県の市の自
然・環境団体からも現地案内と意見交換の申し出
が続いております。同様な状態は他府県でも起こ
っていると思われますが、どのように向き合って
行こうとしているのか、全国レベルでの情報の集
約はできていません。各地で起きている事態を、
国のレベルでは把握できているのでしょうか。 
 こうして多くの緑地、森林、一部農地が太陽光
発電設備に変わって行くなか、近隣住民の声が地
権者及び事業者に届き、開発中止に至った事例も
長坂町、大泉町、高根町などで 6 件ほど報告され
ています。早い時期に異変に気づき、近隣住民が
団結し、開発主体との話し合いの場を持ち、訴え
続けたことによって、お互いの理解のうえで開発
が中止されました。しかし、住民が察知した時点
で既に開発が始まり、事業者による土地買収や資
材購入も済んでいて交渉の余地が残されていない
場合が多く、特に事業者が零細企業の場合は尚更
で、交渉を閉ざされるケースが殆どです。 
 
Ⅸ．県の動き －ガイドラインの制定－ 
 
こうしたトラブルが相次ぐなか山梨県は、国定
公園内の太陽光発電設備の設置が防災上及び景観
上問題があるとして規制強化の方針を打ち出しま
した。山梨県は自らを観光農業立県と位置づけ、
「太陽光発電施設の適正導入ガイドライン」を制
定して 12 月県議会に掛けると発表、各市町村にそ
の実現に向けた条例や要綱の整備を指導すること
になりました。山林伐採などにより、景観や防災
上に影響が出ていることを踏まえ、ガイドライン
の骨子には下記２点が組み込まれます。 
・立地場所の選定として、防災、観光、景観等の
観点から太陽光発電設備の立地に関して「避け
るべきエリア」と「慎重に検討するエリア」を
示す。 
・地域に理解が得られるよう市町村・住民との合図４. 高校生作成のポスター 
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意形成の手順を示す。 
 各市町村はこのガイドラインを基に、現行の太
陽光発電設備の立地に関する諸手続きを見直すこ
ととなります。実際の事業者・住民の窓口になる
のは市行政であり、年末から翌年に向けてガイド
ラインに従って具体的な手順を策定し、議会に提
言することになると思われます。既存の設備への
指導や先述の住民の不安にどれほど応えているか、
また実効性はどのように担保されるのか、私たち
はこのガイドラインの中身を精査し、実効性のあ
るものとして市に訴え続けて行きたいと考えてい
ます。 
 11 月に入り、市は突如、「県のガイドラインに
合わせ、「市景観計画」と「市景観条例」を改正し、
規制を強化する方針を固めた」と発表しました。 
当発表では、今まで頑なに否定してきた方針を転
換し、太陽光発電設備を工作物として位置づけ、
景観法を上位法として認め、罰則規定まで素案と
して示されています。何がこの方針の大転換をも
たらしたのかを含め、まちづくり審議会と共に提
言して行きたいと思います。 
以上、北杜市で展開されてきた私たちの運動を
極めて大雑把に紹介してきましたが、住民・地主・
事業者と三つ巴の利害が衝突するこの問題は解決
に多大なエネルギーが必要です。住民の側が途中
で消耗し、諦めることが常と思われます。しかし、
上記で述べたように、勇気を持ち地域を纏め、事
業者と対立する事無く解決に結びついた事例に共
通するのは、行政に頼らずとも「地域は地域で守
る」と言う強い意志を持たれた方々が居られるこ
とだと思います。 
 私はこの活動を通じて、先ず、市民が声を上げ
ること、住民同士の相互理解を深めること、市民
と行政は共に成長していくことの大事さを改めて
学びました。こうした活動が後世に引き継がれ、
巧断の努力のなか、北杜市固有の文化が創生され
ていくのでしょう。 
最後に、これまでの私たちの大まかな活動歴を
時系列で記載して、結語にかえさせていただきま
す（付表）。 
 
注 記 
1) データは朝日小学生新聞（2015年 7月 16日付）
による集計値。 
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 春 北杜市小淵沢町、大泉町西井出、大泉町谷戸などでほぼ同時に太陽光発電施設の建設問題が住民との間で発生、各地域のグルー
プ単位で活動
国会議員、市会議員や有識者を交えたタウンミーテイングを開催、対応策を検討する（頻繁に）
市役所・県庁訪問し、現状説明し、法的規制の陳情を行う
7月～ FM八ヶ岳、テレビ山梨、山梨日日新聞、八ヶ岳ジャーナルなど地元メディアが北杜市の太陽光問題を取り上げ始める
8月6日 「週刊新潮」に小淵沢町でのメガソーラーを始めとした太陽光発電施設を巡る住民運動が紹介される
9月1日 「北杜市太陽光発電設備設置に関する要綱」を制定
9月9日 大泉町泉原地区で住民協定環境「泉原保全地区宣言」を発表
9月29日 国立・国定公園における太陽光発電施設設置のあり方検討委員会で山梨県より状況・課題の説明
11月29日
「北杜の魅力再発見」講演会実行委員会を結成し、「北杜の魅力再発見」講演会を開催し、広く北杜 市民約300名に訴
えかけを行う
1月17日
北杜市内にて太陽光発電に関する集会を開催し、太陽光発電設備建設に関する条例化を求める「太陽光発電を考える市
民ネットワーク」を発足
この後、市民ネットワーク主催の意見交換会や勉強会を数回にわたり実施
※この頃、山梨知事選や山梨県議選に関連して太陽光発電建設問題が顕在化
2月22日 近くに太陽光発電設備建設計画を知った住民への対応相談会を開催
この後、同様の事態に遭遇した住民からの要請で度々相談会を開催
2月23日 第1回目の山梨県庁との意見交換会
太陽光発電設備稼働及び工事中の箇所１３０ヶ所弱のマッピング及び要綱の遵守状況を把握
3月初旬 北杜市に対する条例化を求めるチラシと署名用紙の配布開始
4月6日 「太陽光発電を考える市民ネットワーク」のホームページを開設
4月22日 第1回目の署名提出及び意見交換会を北杜市役所にて行う
署名活動、集会を継続する
6月11日 第2回目の署名提出及び意見交換会を北杜市役所にて行う
6月15日 BSフジで北杜市の太陽光発電問題が取り上げられる
※この頃から北杜市の太陽光発電問題に対し専門メディアの注目が次第に高まる
ハフィントンポスト、アゴラ、農業新聞等に北杜市の太陽光に関する記事が掲載
6月23日 北杜市高根町清里のメガソーラー建設現場で土砂災害発生
NHK甲府、山梨放送、山梨日日新聞などが取り上げる
6月23～24日 北杜市議会で太陽光発電施設建設に関し多くの会派から質疑さる
7月8日 第2回目の山梨県庁と意見交換会行う
7月13日 経済産業省資源エネルギー庁と意見交換会行う
※この頃から、一般メディアも北杜市の太陽光問題に関して注目し始める
7月16日 「朝日小学生新聞」に記事掲載される
7月26日 「赤旗新聞」に記事に記事掲載される
9月1日 北杜市は「要綱」を改変し、「北杜市太陽光発電設備設置に関する指導要綱」を制定
8月28日 「週刊フライデイ」に記事
9月11日 「週刊フライデイ」に記事（市民ネットワークは関与していない）
9月13日 北杜市の有識者・市議・環境審議会メンバーに対し現状のプレゼンと意見交換会
9月18日 第3回目の署名提出と意見交換会を北杜市役所にて行う
9月24～25日 北杜市議会にて4会派から太陽光発電設備に関する質疑
9月26日 月刊誌WILLに北杜市の太陽光問題が特別レポートとして掲載
10月3日
長坂町の甲陵高校にて高校生3チームが太陽光発電設備が景観に与える影響についてフィールドワークを行い、その結果を高校
にて学内学生、一般市民、市議にプレゼンテーションを行う。
10月7日 逗子市より環境問題に高い関心を持つ市民グループ来訪、現地視察と意見交換を行う
10月13日 業界誌「PVeye」と北杜市にて、視察と意見交換を行う
10月20日
NHK 「おはよう日本」で、大雨の後の土砂災害の実際を報道。市内の太陽光パネルの乱立状態が放映され、その日の内に反響の
声が届く。
10月20日
北杜市環境審議会が開催、「新エネルギービジョン」の審議が行われたが、複数の委員から「市内の太陽光乱立に対する規制を
強化し、自然と景観を守る事を記載すべき」との指摘あり。
10月22日 八ヶ岳ジャーナルより太陽光問題を特別企画として特集する為の取材を受ける。
11月10日 北杜市は「市景観計画」と「市景観条例」を改正し、規制強化するとの新聞報道される。
11月11日 学識経験者や市民が委員を務める「まちづくり審議会」にて審議が始まる
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